
適用
項目 明示項目 明示が必要な場合 明示事項 内容

契約後VE 予定価格１千万円以上の工事の場合 契約後VE提案対象工事への該当

影響を受ける工事内容

関連工事の内容

関連工事の施工時期(時間)

制約を受ける内容

協議内容

協議成立見込時期

調査期間 施工計画時

地下埋設物等の移設が予定されている場合 移設期間

時期

制限される施工方法 通電線あり（法面保護工）

制限される作業時間帯

2

●

交通規制 交通規制を実施する場合 規制の内容

町道の通行規制

制限される工事用資機材の搬入経路

制限される使用期間

制限される使用時間帯

搬入、搬出路の使用中及び使用後の処置
が必要である場合

使用中・使用後の処置内容

1
●

建設発生土の搬出 建設発生土が発生する場合
処分場（受入先）の搬入条件

搬入場所：町営月原残土処理場
搬入１週間前までに搬入予定表及び地歴証明書を提出

現場内利用の内容

減量化の内容

5 その他（自由記載）

3 　

4 その他（自由記載）

2 　

Ｅ
建
設
副
産
物
関
係

2 建設副産物の利用 現場内での再利用又は減量化が見込める
場合

Ｆ
そ
の
他

1

Ｃ
安
全
対
策
関
係

1

●

近接施工 鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近
接する工事において施工方法等に制限があ
る場合

Ｄ
工
事
用
道
路
関
係

1 搬入搬出経路の制限 搬入経路、使用時間、使用時間帯等に
制限がある場合

Ｂ
用
地
関
係

1 工事用地等の未処理部分
（借地等含む）

工事用地等に未処理部分がある場合
工事用地等の使用終了後の復旧
工事用仮設道路・資機材置き場等の用地を
借地させる場合

使用条件・復旧方法

3

●

土壌汚染、地下埋設物及び
埋蔵文化財等の事前調査

※（参考）地下埋設物事故防止
　　　　　　 マニュアル

工事着手前に土壌汚染、地下埋設物及び埋
蔵文化財等の事前調査を必要とする場合

調査項目

水道管等地下埋設物の有無を調査し、監督員へ報告する

 

 施　工　条　件　明　示　事　項
下記項目のうち適用項目○印該当欄は、当該工事に関する施工条件として明示するものである。
記載内容は、特記仕様書と同様の位置付けである。
なお、明示事項に変更が生じた場合は、監督員に報告し、協議するものとする。

Ａ
工
程
関
係

1 関連工事との調整 関連工事の開始又は完了の時期により、当
該工事の施工時期、全体工期等に影響があ
る場合または、施工時期、施工時間及び施
工方法が制限される場合

2 関係機関等との協議 当該工事の関係機関等との協議における特
質すべき事項
（関係機関、自治体等との協議の結果、特
定の条件が付された等）


